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平成２４年度施策評価シート

第４期石狩市総合計画（戦略計画）における位置付け １次
評価者

企画経済部市長政策室

めざすまちのテーマ等 ７　一人ひとりが主人公 室長

施策項目 （２）情報公開と情報共有の推進
（当該施策
を担当する

部長）

小鷹　雅晴

７２－３６３９

【１　施策の目的】

　 市民の意見やまちづくりに対する提案が、行政により一層反映されるよう、広報・広聴活動を充実させるとともに、市が
保有している情報を市民と共有することにより、市民の主体的なまちづくりが実現できるまちをめざす。

【２　戦略計画における現状と課題】

　市民と協働するまちづくりを進めていくためには､市から市民へのきめ細かな情報発信と市民からの声を幅広く聴く広報
広聴活動がより重要になることから、広報紙の提供などによる広報活動や、市長・市職員と市民が直接対話する機会な
ど、広聴活動のより一層の充実が必要となっている。また、市の保有している情報については、個人情報の保護などに十
分留意しながら、市民との共有化を積極的に図ることが必要となっている。

【３　成果指標】

指標の名称 単位 Ｈ２２実績値 Ｈ２８目標値

指標１ 行政情報が十分に提供されていると思う市民の割合 ％ 35 36

指標２ 市政の透明度が高いと感じる市民の割合 ％ 23.3 24

指標３ 　 　 　 　

指標４

　 Ｈ１９実績値 Ｈ２０実績値 Ｈ２１実績値 Ｈ２２実績値 Ｈ２３実績値
Ｈ２２実績値

との比較
Ｈ２８目標値

との比較
指標１ 30.2 33.2 34.8 35.0 37.0 ○ ○
指標２ 18.0 21.2 24.0 23.3 21.9 × ×
指標３

指標４

庁舎内各部局と連携を図った、広報誌、ホームページ、タウンミーティング等を通じた積極的かつ効率的な情報発信により
【指数１】については、成果が継続的に出ている。【指数２】については、低下傾向にあり、今後、手法も勘案しつつ行政情
報や施策の情報を丁寧にわかりやすく、様々な媒体を使い発信する必要がある。

（２）　本施策に関する課題とその改善の方向性

市民への行政情報の積極的な提供により、透明性の高い開かれた市政運営を実現する事が出来る。そのプロセスの中
で、徹底した情報の公開を統一的かつ有機的に進めなければならい。近年、より多様化する情報を、必要な市民に、必要
な時に、届けるシステムを確立する必要がある。一方で、ＩＣＴ技術の革新に対しての順応が必須であり、様々な変化を感
じながら時代に求められる運用をしなければならない。

（３）　（２）に関する具体的な対応策、改善事項　　　　※具体的な事業名を併記

○向上、×低下 ○到達、×未達

【４　１次評価（担当部長評価）】
（１）　施策の推進状況とその評価

（
重
点
化

）

拡
充

手
法
改
善

開催時期の再考により、市情報の発信の有効性を高める。市民の参加機会の
充実。

ふれあいタウンミーティング開催事
業

平成25年度はホームページ作成ソフト（ＣMS）の改編年であり、平成24年度
オープンソース（ＯＳＳ）（※１）の導入について検討を行う。

ホームページ運用事務

（
統
合

）

縮
小

※１：プログラムのソースコードを無償で公開し、ソースコードの改良や再配布
の自由を認める姿勢や概念のこと。

－ 1 －



（３）具体的な改善策に関する意見、その他個別事項等に関する意見

【７　中間精査（１次評価「具体的な対応策、改善事項」のフォローアップ・担当部長）】
（１）　１次評価からの変更点

【５　パブリックコメント】

【６　外部評価（対象施策・行政評価委員会）】
（１）１次評価の内容に関する意見

　

（２）課題とその改善の方向性に関する意見

（３）　縮小（統合）を図る事項

【８　最終評価（行政評価会議）】
（１）　拡充（重点化）を図る事項（新規事業を含む。）

（２）　手法改善を図る事項
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千円 円

1

2

3 19,891

4 420

5 2,095

6 2,651

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

25,057

従事職員数
（関係課含）

その他
間接経費

総コスト
（人件費含）

事業費

 この事業は本年度事業評価対象外ですが、「市民一人あたりの事業費」を算出するために記載しています。

4.05 64,911

優先度

極
め
て

高
い

高
い

高
く
な
い

合　計 19,399 1,341

0.15 1,426ふれあいタウンミーティング開催事業

市勢要覧編集発行事務 秘書広報課 0.20 

周知方法や開催場所・時間帯など見直しながら進める。

③情報の提供と公開の推進

秘書広報課
市民に市政への関心と理解を深めてもらうため、毎年度市の主
要施策の説明会を開催する。

議会だより発行業務 議会事務局 0.50 7,406

3,997

市広報紙の編集、発行、配布を行う。 現状を維持しつつ、内容の充実・向上を図る

市進展状況等の記録撮影事業 秘書広報課 420 0.10 1,371
石狩市の記録とＰＲのためのビデオ制作と、そのために必要な
撮影を行う。

予算内でデジタル方式への移行が可能であれば採用する。

広報紙編集配布事業 秘書広報課 18,979 1.75 603 37,135

ホームページ運用事務 秘書広報課 738 0.40 4,542 石狩市ホームページの内容を更新する。
システム機器の更新を含めたリニューアルを検討する必要があ
る。

②広報活動の充実

広聴事務 協働推進・市民の声を聴く課 0.95 9,034
市民の声を市政に反映するため、市民等からの意見や要望等
への対応、市長が直接市民と対話する機会を調整する。

自治懇話会のあり方について、説明方法、協議方法も含め検討
する。

①広聴活動の推進

施策の体系

担当課

H23決算

事務事業の概要 今後の方向性（１次評価）

事業名 うち一般財源

市民一人あたり

平成２３年度施策コスト 38,51326,398 64,911 1,064

施策名 情報公開と情報共有の推進

人件費事業費 総コスト
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36 - 1

7

2

1

法定受託事務 自治事務 （裁量性 高い 低い）

直営 一部委託 全部委託 指定管理 補助・助成 その他

単年度のみ ～ 　

→

→

　②目的・意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのですか？）

・市民や団体から寄せられる要望、意見等を市政に反映する
・開かれた市政の実現を目指すために市長が市民と積極的に対話する機会を設ける

　③手段（具体的な事務事業の内容、手順などを簡潔に記載します）
【市民の声の受付】
・受け付けた内容について所管課に内容を報告⇒所管課は内容に対する回答をまとめ協働推進・市民の声を聴く課に報告⇒内
容確認後、申出人に回答。
・回答期限は原則として７日以内（要望書については１４日以内）
【自治懇話会】
・連合町内会主催の自治懇話会で議論する事項や要望について、担当部局との調整や市長の勉強会を開催する。
【市長室開放】市民が市長と対話するため毎月１回市長室を開放。１回につき４件まで対応。

　④事業実施の背景・個別計画等

事
業
の
内
容

　①対象（この事業は誰、何を対象としていますか？）

全市民 対象数 61,000 人

各種団体、連合町内会 対象数 不詳

実施形態

根拠法令、条例等 石狩市広報広聴事務取扱規程

事業期間 平成 7 年度 未定 年度

予算科目 会　計 事業名

事務分類

担当 門井 理恵

手島　衷 電話 72-3153 内線 158

前年度担当 所管 企画経済部　協働推進・市民の声を聴く課 課長 林 俊次

施 策 （ 小 ） 広聴活動の推進

平成２４年度担当 所管 企画経済部　協働推進・市民の声を聴く課 課長 林 俊次 担当

平成２４年度（２３年度実施事業）事業評価シート

整理番号 事業名 広聴事務

総
合
計
画

テ ー マ 一人ひとりが主人公

施 策 情報公開と情報共有の推進

成果指標

活動指標

）

総コスト（A)+(B) 千円 10,135 9,033 9,033

事
業
費
の
使
途
等

事
業
の
コ
ス
ト

単位

千円
小計（B) 千円 10,135 9,033 9,033

特定財源名及び補助率・充当率

正職員（ 両支所地域振興課 人 0.15 0.15 0.15
　従事正職員の人件費 千円

人
件
費
等

　正職員従事人数（担当課） 人 1.00 0.80 0.80

10,135 9,033 9,033
　その他間接経費

小計（A) 千円 0 0 0 0

　一般財源 千円 0 0 0 0
　その他 千円
　地方債 千円

H２４（予算）

事
業
費

財
源
内
訳

　国庫支出金 千円
　道支出金

H２１ H２２ H２３（見込）

千円

　⑤この事業に対しての関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からの意見・要望等

　⑥平成２３年度に改善した事項・重点的に取組んだ事項とその成果

自治懇話会での行政からの回答において、パワーポイント画面を使用した画像による解説など、分かりやすい説明に努めた
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　課長評価（1次）
上がっている ● 高い ● 大きい

● 中位 中位 中位

上がっていない 低い 小さい

高い 効果的 ● 市が実施すべき

● 中位 中位

低い ● 改善の余地あり

○ 拡充 ● 手法改善 ○ 縮小・統合 ○ 継続・維持 ○ 休止・廃止

民間等でも実施可能

民間等が実施すべき

現状の課題 （自治懇話会）開催団体の固定化、意見交換を行いやすい雰囲気づくり。

有
効
性

期待する成果
効
率
性

費用対効果
妥
当
性

事業実施の意義

施策への貢献度 事業の実施方法 行政の関与

達成率
実績値

目標：１回当たり４件 達成率 37.5 31.3 29.2
目標値

目標値 48 48 48 48
実績値 18 15 14

目標：完全実施 達成率 #VALUE! 97.6 100.0

Ｈ２４
市民の声で受け付けた意見で実施可能と判
断したものの実施割合 ％

目標値 - 100 100 100
実績値 -

成
果
指
標

指　標　名 単位 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

97.6 100

年間の市長室開放への来訪件数
件

実績値
達成率

目標値

12
実績値 9 9 10
達成率 75.0 75.0 83.3

年間の市長室開放日数
回

目標値 12 12 12

目標：毎月１回開催

達成率 #VALUE! #VALUE! #VALUE!
件

目標値 未設定 未設定 未設定 未設定
実績値 121 133 142

広聴事務

活
動
指
標

指　標　名 単位 項目 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

市民の声受付件数

○ 拡充 ● 手法改善 ○ 縮小・統合 ○ 継続・維持 ○ 休止・廃止

　部長評価（2次）

上がっている 高い 大きい

中位 中位 中位

上がっていない 低い 小さい

高い 効果的 高い

中位 中位 中位

低い 改善の余地あり 低い

○ 拡充 ○ 手法改善 ○ 縮小・統合 ○ 継続・維持 ○ 休止・廃止

現状の課題

今後の方向性

妥
当
性

事業実施の意義

施策への貢献度 事業の実施方法
優
先
性

施策内における
優先度

実施済み
参考

有
効
性

期待する成果
効
率
性

費用対効果

　事業に対する市民意見等

担当部長

市民意見等に対する
回答

反映
一部反映
不採用

今
後
の
方
向
性

事業内容 引き続き、市民の意見、要望を一元的に受付、管理し横断的な対応に努める。
自治懇話会のあり方について、説明方法、協議方法も含め検討する。

【参考】前年度
2次（部長）評価

意見要望等の受付や自治懇話会など、市民の意見を施策に活かす機会が確保されていることを市民に周知して
いくとともに、運営方法そのものにもメスを入れる意識が必要。
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36 - 2

7

2

2

（ 款 項 目 ）

法定受託事務 自治事務 （裁量性 高い 低い）

直営 一部委託 全部委託 指定管理 補助・助成 その他

単年度のみ ～ 　

→

→

　②目的・意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのですか？）

　市内外に向け、より多くの方に情報を提供する。

　③手段（具体的な事務事業の内容、手順などを簡潔に記載します）

　・各所管において作成されたページを公開する。
　・「誰もが」「わかりやすく」「使いやすい」サイトを目指し、石狩市ウェブアクセシビリティ※ガイドラインに基づき、高齢や障がい
などにより利用に制約のある人にも配慮したページを作成する。

　※ウェブアクセシビリティとは、障がい者や高齢者など、心身の機能に制約のある人でもウェブ（ホームページ）で提供されてい
る情報に支障なくアクセスし、利用できること。

　④事業実施の背景・個別計画等

事
業
の
内
容

　①対象（この事業は誰、何を対象としていますか？）

　市民 対象数 61,000 人

　石狩市に興味のある全ての方 対象数 不詳

実施形態

根拠法令、条例等

事業期間 平成 8 年度 未定 年度

予算科目 会　計 事業名

事務分類

担当 大西 泰斗

大西 泰斗 電話 72-3145 内線 303

前年度担当 所管 市長政策室　秘書広報課 課長 丸山 孝志

施 策 （ 小 ） 広報活動の充実

平成２４年度担当 所管 市長政策室　秘書広報課 課長 丸山 孝志 担当

平成２４年度（２３年度実施事業）事業評価シート

整理番号 事業名 ホームページ運用事務

総
合
計
画

テ ー マ 一人ひとりが主人公

施 策 情報公開と情報共有の推進

成果指標

活動指標

成果指標

活動指標

）

総コスト（A)+(B) 千円 5,145 4,542 4,542

事
業
費
の
使
途
等

事
業
の
コ
ス
ト

単位 H２１

千円 738 738 738
小計（B) 千円 5,145 4,542 4,542

特定財源名及び補助率・充当率

正職員（ 人
　従事正職員の人件費 千円

人
件
費
等

　正職員従事人数（担当課） 人 0.50 0.40 0.40

4,407 3,804 3,804
　その他間接経費

小計（A) 千円 0 0 0 0

　一般財源 千円 0 0
　その他 千円 0 0
　地方債 千円 0 0

H２４（予算）

事
業
費

財
源
内
訳

　国庫支出金 千円 0 0
　道支出金

H２２ H２３（見込）

千円 0 0

　⑤この事業に対しての関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からの意見・要望等

　⑥平成２３年度に改善した事項・重点的に取組んだ事項とその成果

    

　インターネットの普及に伴い、情報発信の手段として有効である。
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　課長評価（1次）

● 上がっている ● 高い 大きい

中位 中位 ● 中位

上がっていない 低い 小さい

● 高い 効果的 ● 市が実施すべき

中位 ● 中位

低い 改善の余地あり

○ 拡充 ○ 手法改善 ○ 縮小・統合 ● 継続・維持 ○ 休止・廃止

現状の課題 システム更新の検討が必要な時期にきている。

有
効
性

期待する成果
効
率
性

費用対効果
妥
当
性

事業実施の意義

施策への貢献度 事業の実施方法 行政の関与

達成率
実績値

民間等でも実施可能

民間等が実施すべき

目標：過去実績（平均値） 達成率 103.1 103.1 96.9
目標値

目標値 32 32 32 32
実績値 33 33 31

目標：過去実績（平均値） 達成率 102.8 101.0 99.6

Ｈ２４

アクセスカウント数（アクセスログ）
件

目標値 210,000 210,000 210,000 210,000
実績値 215,919

成
果
指
標

指　標　名 単位 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

212,099 209,231

リピート率（アクセスログ）
％

実績値
達成率

目標値

実績値
達成率

目標値
達成率 #VALUE! #VALUE! #VALUE!

回
目標値 未設定 未設定 未設定 未設定
実績値 3,571 3,078 3,124

ホームページ運用事務

活
動
指
標

指　標　名 単位 項目 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

ホームページの更新回数

○ 拡充 ○ 手法改善 ○ 縮小・統合 ● 継続・維持 ○ 休止・廃止

　部長評価（2次）

上がっている 高い 大きい

中位 中位 中位

上がっていない 低い 小さい

高い 効果的 高い

中位 中位 中位

低い 改善の余地あり 低い

○ 拡充 ○ 手法改善 ○ 縮小・統合 ○ 継続・維持 ○ 休止・廃止

現状の課題

今後の方向性

妥
当
性

事業実施の意義

施策への貢献度 事業の実施方法
優
先
性

施策内における
優先度

実施済み
参考

有
効
性

期待する成果
効
率
性

費用対効果

　事業に対する市民意見等

担当部長

市民意見等に対する
回答

反映
一部反映
不採用

今
後
の
方
向
性

事業内容 現行システムにおいて、支障なく運用はできているが、構築後、約5年が経過している。サーバー等の機器は、耐
用年数を迎えていることから、システム機器の更新を含めたリニューアルを検討する必要がある。

【参考】前年度
2次（部長）評価

現行システムにおいて更なる内容の充実化に努める

－ 7 －
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7

2

2

（ 2 款 3 項 5 目 ）

法定受託事務 自治事務 （裁量性 高い 低い）

直営 一部委託 全部委託 指定管理 補助・助成 その他

単年度のみ ～ 　

→

→

平成２４年度（２３年度実施事業）事業評価シート

整理番号 事業名 広報紙編集配布事業

総
合
計
画

テ ー マ 一人ひとりが主人公

施 策 情報公開と情報共有の推進

施 策 （ 小 ） 広報活動の充実

平成２４年度担当 所管 市長政策室　秘書広報課 課長 丸山 孝志 担当 大西 泰斗 電話 72-3145 内線 303

前年度担当 所管 市長政策室　秘書広報課 課長 丸山 孝志 担当 大西 泰斗

予算科目 会　計 一般会計 事業名 広報広聴活動費

事務分類

実施形態

根拠法令、条例等

事業期間 昭和 26 年度 未定 年度

事
業
の
内
容

　①対象（この事業は誰、何を対象としていますか？）

　市民 対象数 61,000 人

対象数

　②目的・意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのですか？）

　市政の理解を深めてもらう

　③手段（具体的な事務事業の内容、手順などを簡潔に記載します）

　・広報紙発行：毎月１日発行、発行部数25000部、標準ページ数28ページ、制作・印刷・配布業務は一括して外部委託している。
　・行政情報や行事等の記事については、原稿を整理・校正のうえ、受託者に入稿している。

　④事業実施の背景・個別計画等

成果指標

活動指標

成果指標

活動指標

）

広報紙制作等業務委託料　： 19,891千円

　市政情報の正確な伝達のため

　⑤この事業に対しての関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からの意見・要望等

　⑥平成２３年度に改善した事項・重点的に取組んだ事項とその成果

　新港地域を市民に紹介するため、新港立地企業を紹介する特集を実施した。

    
H２２ H２３（見込）

千円

H２４（予算）

事
業
費

財
源
内
訳

　国庫支出金 千円
　道支出金
　地方債 千円
　その他 千円 1,332 1,332 912 1,482
　一般財源 千円 18,463 18,509 18,979 20,233

小計（A) 千円 19,795 19,841 19,891 21,715

人
件
費
等

　正職員従事人数（担当課） 人 2.35 1.70 1.70

21,152 16,640 16,640
　その他間接経費

特定財源名及び補助率・充当率

正職員（ 浜益地域振興課 人 0.05 0.05 0.05

広告料収入

　従事正職員の人件費 千円
千円 738 738 603

小計（B) 千円 21,890 17,378 17,243
総コスト（A)+(B) 千円 41,685 37,219 37,134

事
業
費
の
使
途
等

事
業
の
コ
ス
ト

単位 H２１

－ 8 －
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　課長評価（1次）

● 上がっている ● 高い ● 大きい

中位 中位 中位

上がっていない 低い 小さい

● 高い 効果的 ● 市が実施すべき

中位 ● 中位

低い 改善の余地あり

○ 拡充 ○ 手法改善 ○ 縮小・統合 ● 継続・維持 ○ 休止・廃止

広報紙編集配布事業

活
動
指
標

指　標　名 単位 項目 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

広報紙の配布部数（4月号）
26,604

実績値 23,850 23,800 24,000
目標：全世帯（各年3月末世帯数） 達成率 92.0 90.7 90.7

世帯
目標値 25,910 26,250 26,463

目標値
実績値
達成率
目標値
実績値
達成率

成
果
指
標

指　標　名 単位 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

35 37

市政の透明度が高いと感じる市民の割合
％

Ｈ２４
行政情報が十分に提供されていると思う市
民の割合 ％

目標値 31.8以上 31.8以上 36 36
実績値 35

目標：総合計画 達成率 #VALUE! #VALUE! 102.8
目標値 21.1以上 21.1以上 24 24
実績値 24 23 22

民間等でも実施可能

民間等が実施すべき

目標：総合計画 達成率 #VALUE! #VALUE! 91.3
目標値
実績値
達成率

有
効
性

期待する成果
効
率
性

費用対効果
妥
当
性

事業実施の意義

施策への貢献度 事業の実施方法 行政の関与

現状の課題 庁内各部局との連携を図り、情報提供をタイムリーに行う。

○ 拡充 ○ 手法改善 ○ 縮小・統合 ● 継続・維持 ○ 休止・廃止

　部長評価（2次）

上がっている 高い 大きい

中位 中位 中位

上がっていない 低い 小さい

高い 効果的 高い

中位 中位 中位

低い 改善の余地あり 低い

○ 拡充 ○ 手法改善 ○ 縮小・統合 ○ 継続・維持 ○ 休止・廃止

今
後
の
方
向
性

事業内容
現状を維持しつつ、内容の充実・向上を図る

【参考】前年度
2次（部長）評価

内容の更なる充実を図る

　事業に対する市民意見等

担当部長

市民意見等に対する
回答

反映
一部反映
不採用
実施済み
参考

有
効
性

期待する成果
効
率
性

費用対効果

現状の課題

今後の方向性

妥
当
性

事業実施の意義

施策への貢献度 事業の実施方法
優
先
性

施策内における
優先度

－ 9 －



36 - 4

7

2

2

（ 2 款 3 項 5 目 ）

法定受託事務 自治事務 （裁量性 高い 低い）

直営 一部委託 全部委託 指定管理 補助・助成 その他

単年度のみ ～ 　

→

→

平成２４年度（２３年度実施事業）事業評価シート

整理番号 事業名 市進展状況等の記録撮影事業

総
合
計
画

テ ー マ 一人ひとりが主人公

施 策 情報公開と情報共有の推進

施 策 （ 小 ） 広報活動の充実

平成２４年度担当 所管 市長政策室　秘書広報課 課長 丸山 孝志 担当 大西 泰斗 電話 72-3145 内線 303

前年度担当 所管 市長政策室　秘書広報課 課長 丸山 孝志 担当 大西 泰斗

予算科目 会　計 一般会計 事業名 広報広聴活動費

事務分類

実施形態

根拠法令、条例等

事業期間 昭和 57 年度 未定 年度

事
業
の
内
容

　①対象（この事業は誰、何を対象としていますか？）

　市民 対象数 61,000 人

　石狩市に興味のある全ての方 対象数 不詳

　②目的・意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのですか？）

　市の発展の様子を映像で見ることができるようにするため、映像を記録する。

　③手段（具体的な事務事業の内容、手順などを簡潔に記載します）

　・高画質の保持と保存性が必要なため、大手テレビ放送局の制作会社と業務契約する。
　・業務委託により市の発展経過を毎年映像で記録する。
　・これら記録した映像は、石狩市のＰＲビデオ等を制作する際の素材として活用される。

　④事業実施の背景・個別計画等

成果指標

活動指標

成果指標

活動指標

）

石狩市進展状況等の記録撮影業務委託料：420千円

　事業開始当初は１６ミリフィルム、その後ビデオテープで収録。現在はDVDで納入され、マスターテープは受託者により適切に
保管されている。

　⑤この事業に対しての関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からの意見・要望等

　⑥平成２３年度に改善した事項・重点的に取組んだ事項とその成果

「いしかり浜サンドパーク2011」「市制施行15周年記念・石狩市こども未来館オープン記念事業」「さくらインターネット石狩データ
センター竣工式」を記録した。

    
H２２ H２３（見込）

千円

H２４（予算）

事
業
費

財
源
内
訳

　国庫支出金 千円
　道支出金
　地方債 千円
　その他 千円
　一般財源 千円 420 420 420 420

小計（A) 千円 420 420 420 420

人
件
費
等

　正職員従事人数（担当課） 人 0.20 0.10 0.10

1,763 951 951
　その他間接経費

特定財源名及び補助率・充当率

正職員（ 人
　従事正職員の人件費 千円

千円
小計（B) 千円 1,763 951 951

総コスト（A)+(B) 千円 2,183 1,371 1,371

事
業
費
の
使
途
等

事
業
の
コ
ス
ト

単位 H２１

－ 10 －
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　課長評価（1次）

● 上がっている ● 高い ● 大きい

中位 中位 中位

上がっていない 低い 小さい

高い 効果的 ● 市が実施すべき

● 中位 ● 中位

低い 改善の余地あり

○ 拡充 ● 手法改善 ○ 縮小・統合 ○ 継続・維持 ○ 休止・廃止

市進展状況等の記録撮影事業

活
動
指
標

指　標　名 単位 項目 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

業務契約数
1

実績値 1 1 1
目標：大手テレビ局制作会社（契約） 達成率 100.0 100.0 100.0

件
目標値 1 1 1

目標値
実績値
達成率
目標値
実績値
達成率

成
果
指
標

指　標　名 単位 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

3 3

Ｈ２４

収録数
件

目標値 3 3 3 3
実績値 3

目標：年間撮影計画 達成率 100.0 100.0 100.0
目標値
実績値

民間等でも実施可能

民間等が実施すべき

達成率
目標値
実績値
達成率

有
効
性

期待する成果
効
率
性

費用対効果
妥
当
性

事業実施の意義

施策への貢献度 事業の実施方法 行政の関与

現状の課題 近年の映像のデジタル化が進んでいることから、デジタル方式での記録を検討する。

○ 拡充 ● 手法改善 ○ 縮小・統合 ○ 継続・維持 ○ 休止・廃止

　部長評価（2次）

上がっている 高い 大きい

中位 中位 中位

上がっていない 低い 小さい

高い 効果的 高い

中位 中位 中位

低い 改善の余地あり 低い

○ 拡充 ○ 手法改善 ○ 縮小・統合 ○ 継続・維持 ○ 休止・廃止

今
後
の
方
向
性

事業内容 市の記録を保存することは必要であるため、業務を継続し、予算内でデジタル方式への移行が可能であれば採
用する。

【参考】前年度
2次（部長）評価

引き続き、現行通り実施していく。

　事業に対する市民意見等

担当部長

市民意見等に対する
回答

反映
一部反映
不採用
実施済み
参考

有
効
性

期待する成果
効
率
性

費用対効果

現状の課題

今後の方向性

妥
当
性

事業実施の意義

施策への貢献度 事業の実施方法
優
先
性

施策内における
優先度

－ 11 －
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7

2

3

（ 款 項 目 ）

法定受託事務 自治事務 （裁量性 高い 低い）

直営 一部委託 全部委託 指定管理 補助・助成 その他

単年度のみ ～ 　

→

→

平成２４年度（２３年度実施事業）事業評価シート

整理番号 事業名 ふれあいタウンミーティング開催事業

総
合
計
画

テ ー マ 一人ひとりが主人公

施 策 情報公開と情報共有の推進

施 策 （ 小 ） 情報の提供と公開の推進

平成２４年度担当 所管 市長政策室　秘書広報課 課長 丸山 孝志 担当 大西 泰斗 電話 72-3145 内線 303

前年度担当 所管 市長政策室　秘書広報課 課長 丸山 孝志 担当 大西 泰斗

予算科目 会　計 事業名

事務分類

実施形態

根拠法令、条例等

事業期間 平成 9 年度 未定 年度

事
業
の
内
容

　①対象（この事業は誰、何を対象としていますか？）

　市民 対象数 61,000 人

対象数

　②目的・意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのですか？）

　直接、市民に行政情報等を発信し、市政の理解を深める。

　③手段（具体的な事務事業の内容、手順などを簡潔に記載します）

　・３会場（石狩・厚田・浜益）で開催する。
　・説明については、パワーポイントや職員が対話形式により寸劇などを交えて主要施策等をわかりやすく伝える。
　・市民による地域活動の事例報告を行う。

　④事業実施の背景・個別計画等

成果指標

活動指標

成果指標

活動指標

）

　平成１３年度までは、市連協総会に付随し実施、以降は広く市民向けとして開催し、平成１８年度からは、石狩・厚田・浜益の３
会場で実施している。

　⑤この事業に対しての関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からの意見・要望等

　⑥平成２３年度に改善した事項・重点的に取組んだ事項とその成果

    
H２２ H２３（見込）

千円 0 0

H２４（予算）

事
業
費

財
源
内
訳

　国庫支出金 千円 0 0
　道支出金
　地方債 千円 0 0
　その他 千円 0 0
　一般財源 千円 0 0

小計（A) 千円 0 0 0 0

人
件
費
等

　正職員従事人数（担当課） 人 0.15 0.15 0.15

1,322 1,426 1,426
　その他間接経費

特定財源名及び補助率・充当率

正職員（ 人
　従事正職員の人件費 千円

千円
小計（B) 千円 1,322 1,426 1,426

総コスト（A)+(B) 千円 1,322 1,426 1,426

事
業
費
の
使
途
等

事
業
の
コ
ス
ト

単位 H２１

－ 12 －
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　課長評価（1次）
上がっている ● 高い ● 大きい

● 中位 中位 中位

上がっていない 低い 小さい

高い 効果的 ● 市が実施すべき

● 中位 ● 中位

低い 改善の余地あり

○ 拡充 ● 手法改善 ○ 縮小・統合 ○ 継続・維持 ○ 休止・廃止

ふれあいタウンミーティング開催事業

活
動
指
標

指　標　名 単位 項目 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

開催個所
3

実績値 3 3 3
目標：石狩・厚田・浜益の３会場 達成率 100.0 100.0 100.0

カ所
目標値 3 3 3

目標値
実績値
達成率
目標値
実績値
達成率

成
果
指
標

指　標　名 単位 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

77 79

参加者数
人

Ｈ２４

参加者の満足度（来場者アンケート）
％

目標値 90 90 90 90
実績値 84

目標：9割 達成率 93.3 85.6 88.1
目標値 600 600 600 600
実績値 336 225 208

民間等でも実施可能

民間等が実施すべき

目標：各会場の参加想定人数 達成率 56.0 37.5 34.7
目標値
実績値
達成率

有
効
性

期待する成果
効
率
性

費用対効果
妥
当
性

事業実施の意義

施策への貢献度 事業の実施方法 行政の関与

現状の課題 参加者の減少

○ 拡充 ● 手法改善 ○ 縮小・統合 ○ 継続・維持 ○ 休止・廃止

　部長評価（2次）

上がっている 高い 大きい

中位 中位 中位

上がっていない 低い 小さい

高い 効果的 高い

中位 中位 中位

低い 改善の余地あり 低い

○ 拡充 ○ 手法改善 ○ 縮小・統合 ○ 継続・維持 ○ 休止・廃止

今
後
の
方
向
性

事業内容 市民に対し、直接市の施策を説明し意見交換が行える機会であり、周知方法や開催場所・時間帯など見直しなが
ら進める。

【参考】前年度
2次（部長）評価

説明内容を検討するとともにより多くの市民に参加してもらえるようＰＲの手法についても検討する

　事業に対する市民意見等

担当部長

市民意見等に対する
回答

反映
一部反映
不採用
実施済み
参考

有
効
性

期待する成果
効
率
性

費用対効果

現状の課題

今後の方向性

妥
当
性

事業実施の意義

施策への貢献度 事業の実施方法
優
先
性

施策内における
優先度
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